
『大阪維新』プログラム(案)パブリックコメント意見等 提出状況 

 

■パブリックコメント提出状況 

※今回の集計期間 ６月13日～7月7日（25日間） 

 （参考）募集は、7月14日（月）まで実施 

○意見提出件数（団体等含む） 

総 数  1,395 件 

（ネット608件、ＦＡＸ456件、郵送等331通）（個人1,142人、団体等253団体）

  

○意見件数（団体等含む） 

総 数  1,748 件 

※なお、上記件数は、複数の意見がある場合はそれぞれ1件とカウント。 

≪府民からの意見の内訳≫ 

区 分 件数 主な意見（個別件数） 

１．財政改革 
1,485

件 
 

 全体 264件 

・府民施策切捨て、雇用と賃金を破壊する「橋下プログラム案」の撤回（186 件）

・教育、福祉、文化、子ども、警察等の予算削減反対(10 件) 

・財政危機（借金）の原因追究等（4件）              など 

 事務事業 638件 

・私学助成削減に反対（176 件） 

・労働情報総合プラザの廃止反対（55 件） 

・医療費１割負担の反対等（29 件） 

・教務事務補助員・非常勤補助員等の廃止反対（154 件） 

・大阪フィルへの補助金を存続すべき（11 件） 

・夜間学級就学援助及び補食費の削減反対（20 件） 

・障がい者施策関係予算の廃止・削減反対。施策の存続、充実を（62 件） 

・教育関係予算の廃止・削減反対（13 件） 

・識字学級を存続すべき（11 件）                  など 

 人件費 257件 

・人件費削減賛成（36 件） 

・人件費削減反対（32 件） 

・教員や警察官の人件費削減反対（126 件） 

・歴代の知事、幹部の責任追及（3件） 

・知事の給与の更なる削減（3件）                  など 

 歳入の確保 17件 
・税収増の案を考えるべき（5件） 

・収入増を図るべき（2件）                     など 

 出資法人 13件 

・ピース大阪の予算削減に反対（3件） 

・大阪府男女共同参画推進財団への予算措置を継続すべき（2件） 

・センチュリー交響楽団は廃止すべき（2件）             など 

 公の施設 269件 

・国際児童文学館の統廃合反対（197 件） 

・大阪府立上方演芸資料館の移転反対（15 件） 

・女性総合センターは存続すべき（10 件） 

・青少年会館は必要な施設と思えない。ドーンセンターに移転すべき（3件） 

など 



区 分 件数 主な意見（個別件数） 

 主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 27 件 

・大型開発の見直し等（20 件） 

・ダム事業の継続に反対（10 年程度凍結すべき）（3件） 

・財政破綻の原因分析、公共事業の再検討が必要（2件）        など 

２．政策創造 97件  

 全 体 11件 

・政策創造の内容が乏しい（7件） 

・産業や労働、障がい者、環境、人権、文化、史跡に関する施策を重点政策に追

加すべき（4件） 

 
子育て支援日

本一 
7件 

・「子育て支援日本一」というが中身が薄い。どういう形で子育てを応援してく

れるのか（3件）                        など 

 教育日本一 27件 

・「教育日本一」は現場教員の意見を反映した施策なのか。教育関連予算の充実

が必要（6件） 

・習熟度別授業は、子どものやる気をなくし、差別につながるので反対（4件）

・校庭の芝生化は、散水や農薬散布等が必要でありやめるべき（6件） など 

 

他都市を圧倒

する景観等で

人を引きつけ

る大阪づくり 

47件 

・ライトアップやイルミネーションは環境の悪化につながり、府財政の建て直し

を行っている現状などから実施すべきでない（32 件） 

・大阪ミュージアム構想は大阪のイメージアップになり、人も企業も学生も集ま

ると思うので大賛成。もっと宣伝すべき（7件）          など 

 大阪経済の活性化 4 件 
・「税源涵養」につながる施策こそ最重要とすべき。産業の活性化の内容が希薄

(2 件)                             など 

 
新たな国際交流の

取組み 
1 件 ・世界を見据えたアジア政策を目指すべき(1 件) 

３．府庁改革 79件  

 府庁改革 35件 

・内部告発制度を徹底的に実施し、行政の腐敗をゼロにすること（2件） 

・府民は「顧客」ではなく、大阪府は企業ではない（4件） 

・コピー縮減、カラーコピーの原則禁止など、経費を削減する知恵を絞ってほし

い（4件） 

・組織のスリム化、効率よく働ける組織の編成に変えるべき（2件） 

・公務員には、民間並みに厳しくやってほしい（2件） 

・情報公開をすすめるべき（2件）                 など 

 人事制度改革 23件 

・徹底的に職員の職務遂行能力を評価する制度を作ること（4件） 

・民間企業研修、自衛隊研修など、職員の研修を充実すること（5件） 

・天下り制度の廃止（2件） 

・マイカー通勤を認めることで通勤手当の削減が図れる（2件） 

・通勤手当削減などのため、自宅に近い職場へ転勤させるべき（3件） など 

 
府政推進ガバナ

ンスシステム 
2 件 

・道州制の検討や予算削減などについて、外部の有識者やコンサルタントの意見

を聞くべき（2件） 

 地方分権改革 13件 

・大阪府を解体し、国の政治をやりやすくする道州制はストップ（3件） 

・国から地方への権限・財源の移譲を進めること（4件） 

・道州制導入方針について、具体的イメージ等の提示を行うべき（4件）など 

 国への提言 3件 ・国直轄事業負担金を払わない策を講じること（3件） 

 
維新の先にある

もの 
3 件 

・5年後、10 年後にどのような大阪にしていくのかというグランドデザインをし

っかりもつべき（2件）                     など 

４．その他 87件 
・橋下知事の方針に賛成（10 件） 

・府議会議員の定数、報酬を削減すべき（12 件）          など 
 


